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【第 221回国会】令和８年４月 24日（金）、第７回の委員会が開かれました。 

 

１ 出入国管理及び難民認定法及び出入国管理及び難民認定法第二条第五号ロの旅券を所持する外国人の

上陸申請の特例に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第 20号） 

・平口法務大臣及び政府参考人に対し質疑を行い、質疑を終局しました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

（賛成－自民、維新、国民、参政 反対－中道） 

・藤原崇君外３名（自民、中道、維新、国民）から提出された附帯決議案について、西村智奈美君（中

道）から趣旨説明を聴取しました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもってこれを付することに決しました。 

（賛成－自民、中道、維新、国民 反対－参政） 

（質疑者）有田芳生君（中道）、井戸まさえ君（国民）、神田潤一君（自民）、原山大亮君（維新）、西村

智奈美君（中道）、小竹凱君（国民）、和田政宗君（参政） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

有田芳生君（中道） 

 

（１） 電子渡航認証制度（ＪＥＳＴＡ） 

ア 具体的な搭乗・乗船手続 

イ 搭乗・乗船手続において照合される情報の内容 

ウ 上陸手続における生体情報の取得の有無 

エ 入国が相当か否かを判断する法的主体及び運送業者等への通知の実施方法 

（２） 平成 16年に法務省入国管理局が作成した「トルコ出張調査報告書（地方視察編）」 

ア 同報告書の作成目的及びその内容 

イ 同報告書において川口市に在住するクルド人を出稼ぎ目的と断定したことの適否 

ウ 現在は難民認定申請が行われた事実を出身国に情報提供していないことの確認 

（３） ＪＥＳＴＡを活用した水際対策 

ア 具体的な水際対策の内容 

イ 水際対策として難民認定申請者や被退去強制者の多い国の審査が強化されることへの懸念 

（４） 在留資格の変更許可等に係る手数料の上限額の引上げ 

ア 想定される手数料額 

イ 手数料の引上げにより見込まれる歳入額 

ウ 財務省からの要求を受けて上限額を設定した事実の有無 

エ 生活保護を受給する外国人の在留資格の更新期間 

オ 手数料収入を外国人の出入国及び在留の公正な管理に要する費用に限定して使用することの確認 

 

井戸まさえ君（国民） 

 

（１） 在留資格の変更許可等に係る手数料の上限額の引上げ 

ア 令和７年４月１日から実施されている手数料を 6,000 円に引き上げる改定が必要であると判断し

た具体的時期及び収支の赤字状態の継続期間 

イ 想定している手数料の減免措置の対象範囲 

ウ 厚生労働省が中国残留孤児と樺太残留日本人に対して行ってきた支援の内容 

エ 上記ウの者を減免措置の対象とする必要性についての法務大臣の見解 

オ 受益者が負担した手数料収入を活用して外国人関連施策を充実させる必要性 
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カ パブリックコメント以外の方法で当事者の意見を聴取する必要性についての法務大臣の見解 

キ 多言語化を含むパブリックコメントの改善等による実効性ある意見聴取に向けた法務大臣の決意 

ク 十分な制度設計と周知の期間を確保した上で施行する必要性についての出入国在留管理庁の認識 

（２） 諸外国の調査で把握した電子渡航認証制度の活用による不法滞在者に対する抑止効果についての出

入国在留管理庁の評価 

 

神田潤一君（自民） 

 

（１） 電子渡航認証制度（ＪＥＳＴＡ） 

ア 導入時期を２年前倒ししたことによる影響を含むＪＥＳＴＡの開発及び導入準備の進捗状況並び

に予算及び審査人員確保等の見通し 

イ 国籍別の手数料の検討の有無を含め現時点で想定しているＪＥＳＴＡに係る手数料の水準及び諸

外国における同種制度の手数料の勘案方法 

ウ 短期滞在を目的とする外国人のうちＪＥＳＴＡの対象となる者の数及び不法就労等を企図する外

国人のスクリーニング方法 

（２） 在留資格の変更許可等に係る手数料の上限額の引上げ 

ア 現在の手数料の上限額が設定された 1981 年における短期滞在を目的とする訪日外国人の数及び

在留外国人の数 

イ 手数料額に実費以外の応益的要素や政策的要素を勘案することとした理由及び諸外国における同

種の手数料の額の調査状況 

ウ 手数料引上げによる歳入の見込額並びに外国人関連施策に要する現行の経費及び同施策の推進の

ために新たに必要となる経費の見込額 

エ 歳入増加分を活用して新たな外国人関連施策に充当する必要性及び前年度を上回る同施策に係る

予算要求の可否 

オ 手数料改定を踏まえた今後の外国人関連施策の取組に向けた出入国在留管理庁の意気込み 

 

原山大亮君（維新） 

 

（１） 電子渡航認証制度（ＪＥＳＴＡ） 

ア ＪＥＳＴＡ導入の理由 

イ ＪＥＳＴＡの導入による訪日外国人の負担増加がインバウンド振興策に与える影響及びオンライ

ン申請が困難な者への代替手段 

ウ ＪＥＳＴＡで取り扱う個人情報の保存期間、他国との情報共有の範囲及び情報管理体制 

エ ＪＥＳＴＡの導入及び運用に要する費用並びに手数料額の積算に当たって当該費用を勘案する必

要性 

オ ＪＥＳＴＡ導入による不法残留防止効果についての数値目標及びその効果の公表の予定 

（２） 在留資格の変更許可等に係る手数料の上限額の引上げ 

ア 外国人に過度な負担を強いるとの懸念に対する出入国在留管理庁の見解 

イ 減免措置に係る具体的な基準及び手続並びに在留期間の更新の頻度が高い難民認定申請者への対 

 応 

ウ 在留コストの増加が中小企業等の外国人材の獲得に悪影響を与えるとの指摘に対する出入国在留

管理庁の見解 

 

西村智奈美君（中道） 

 

（１） 在留資格の変更許可等に係る手数料の使途 
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ア 在留資格の変更許可等に係る手数料の引上げ及び電子渡航認証制度（ＪＥＳＴＡ）の手数料によ

る増収が外国人関連施策の経費に活用されることの確認 

イ 難民条約締約国の責務である難民等の迅速な保護や支援に係る費用を外国人関連施策の経費とし

て算入することの妥当性 

ウ 正規滞在者や日本語教育が不要な外国人等には直接関わりのない施策に係る費用の額を応益的負

担として手数料額に算入することの妥当性 

エ 外国人受入れがもたらす社会全体の利益に鑑み外国人関連施策に上記アの手数料ではなく一般財

源を充当すべきとの考えについての出入国在留管理庁の見解 

オ 多様な属性を持つ外国人の実態を外国人関連施策に適切に反映させるため立案段階から当事者の

意見を聴取する仕組みを構築する必要性 

カ 上記オの仕組みの構築に向けた法務大臣によるリーダーシップの必要性 

（２） 在留資格の変更許可等に係る手数料の減免措置 

ア 減免措置の対象となる「人道上の観点から特に配慮を要する者」の具体例 

イ 上記アに難民認定申請者及び補完的保護対象者認定申請者が含まれるか否かの確認 

ウ 難民認定申請者等が経済的事情により手数料を納付できず在留資格を喪失することで強制送還さ

れることはノン・ルフールマン原則に抵触するとの懸念に対する出入国在留管理庁の見解 

エ 減免措置の対象となるのは人身取引被害者や難民認定者等の人道的配慮を要する者であって経済

的困難にあるものに限定されることの確認 

オ 経済的事情により手数料の納付が困難な場合の判断基準 

カ 減免の判断基準となる「困窮のため最低限度の生活維持が困難」との要件が生活保護水準又は課

税最低限のいずれを指すかの確認 

キ 想定される上記オの判断基準に該当する対象者数 

ク 子ども、非就労資格で在留する者及び賃金水準の低い職種に従事する者等の経済的基盤が脆弱な

外国人の負担軽減のための方策 

 

小竹凱君（国民） 

 

在留資格の変更許可等に係る手数料の上限額の引上げ 

ア ４月 21 日の当委員会で参考人が指摘した当該手数料の額を政令で定めることに対する租税法律

主義の観点からの疑義についての出入国在留管理庁の受止め 

イ 手数料の引上げにより増加した収入の使途 

ウ 在留外国人の事情に応じて応益的要素を勘案した個別の手数料額とせず外国人の出入国の管理に

関する施策の実施に必要な経費として一律に負担させることの妥当性に対する出入国在留管理庁の

見解 

エ 難民認定申請者の手数料負担の軽減等に関する方策の有無 

オ 難民認定者が在留資格の変更許可等に係る手数料を支払うことができない場合は非正規滞在とな

り得ることの確認 

カ 手数料額の変更に国会が関与する透明性の高い制度とすべきとの意見に対する出入国在留管理庁

の見解 

 

和田政宗君（参政） 

 

（１） 在留資格の変更許可等に係る手数料の上限額の引上げ 

ア 永住許可の手数料 

ａ 上限額を 30万円に引き上げることとした理由 

ｂ 手数料を含む永住許可の要件について中長期的な観点から見直す必要性 
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イ 手数料の減額又は免除 

ａ 要件である「経済的困難その他特別の理由」として想定している事例 

ｂ 「経済的困難その他特別の理由」に含まれる人道上の観点の具体例 

ｃ 日本で生活することができる資力がなくても人道上の観点から在留を許可することの妥当性 

ｄ 減額又は免除の要否について厳格に審査することの確認 

（２） 外国人犯罪 

ア 来日外国人による犯罪の検挙件数及び令和５年以降増加している理由 

イ 外国人犯罪対策の強化のための取組 

ウ 警察庁における事前旅客情報システム（ｉＡＰＩ）等を活用した水際対策についての出入国在留

管理庁など関係機関との連携の状況及び電子渡航認証制度（ＪＥＳＴＡ）導入後の取組 

（３） 本年３月に経済産業省が公表した「2040年の就業構造推計（改訂版）」 

ア 全体として労働力の大きな不足は生じないと結論づけている理由 

イ 対人接触機会の多い職種ではＡＩやロボット等の利活用によっても職そのものの代替は起こりに

くいとしている理由 

ウ 余剰が生じると推計されている事務職の雇用を維持するために必要な方策 

エ 大学卒・大学院卒の理系人材が 120 万人不足するとの推計についての文部科学省の認識及び理系

人材の育成についての取組 

オ 理系の大学・大学院における飛び入学の実施状況 

（４） 外国人労働者の受入れ 

ア 特定技能制度による受入れについて４月 17日の当委員会における法務大臣の「その分野が外国人      

により不足する人材の確保を図る必要がないと認められる状況に至った場合には、その分野におい

て外国人の受入れを継続することは想定していない」との答弁 

ａ 特定技能２号も受入れ停止の対象となることの確認及び外国人の受入れをやめた場合における

特定技能２号の在留資格の更新の取扱い 

ｂ 受入対象から外れた特定産業分野においては在留の延長は認めないことの確認 

イ 労働力や就業者数の推計を基に外国人労働者の受入数の将来予測を示した上で施策を遂行する必

要性についての法務大臣の見解 


